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1 まえがき

電子的文書の数は日々増加しており、これらの

情報アクセス技術は一層重要なものとなってきて

いる。この背景を考慮して、我々は、情報検索、

情報抽出、質問応答処理、文書自動分類など、自

然言語情報に対する種々の情報アクセス技術を開

発した。これらの技術の有効性は、評価型ワーク

ショップ NTCIR において数多く 1 位の精度を出

したことで確認されている。本稿ではこれらにつ

いて記述する。

2 情報検索

情報検索とは、キーワード又は文で記述した

ユーザの検索したい内容を含む文書を、大量の文

書群から取り出す技術のことである。特に、近年

の自然言語処理では、キーワードよりも、むしろ、

文で記述したユーザの検索したい内容を含む文書

を取り出すことが主になっている［1］［2］。

例えば、図 1 のようにユーザの検索したい内容

を文章で記述する。この内容に合致する文書を検

索する。例えば、図 2のような文書（記事）を検索

する。

一般に情報検索では、図 1 のユーザの検索した

い内容を形態素解析（単語に分割し各単語の品詞

を求める）をして、名詞の単語を取り出し、その

単語（キーワードと呼ばれる）をより多く含む文書

を検索する。また、めったに出現しない希少価値

の高い単語の重みを大きくし、どの文書にでも出

現する単語を希少価値の低い単語として重みを小

さくする。そして、重みの大きい単語をより多く

含む文書を検索する。具体的な単語の重み付けの

方法には幾つかあるが、我々は BM25 と呼ばれる
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重み付け法［3］を利用した。この方法は、高性能の

重み付け法として知られている。情報検索には、

tf・idf 法と呼ばれる方法がある。tf・idf 法では、

検索対象の文書で出現するキーワードの個数を

tf、そのキーワードが出現するデータベース中の

文書の数を df、文書総数を N として、tf・log

（N/df）をキーワードの重みとして計算する方法で

ある。BM25は tf・idf 法を改良したもので、tf・

idf 法の tf の影響を弱めた式を利用する。

また、擬似関連性フィードバック法と呼ばれる

方法［4］も利用した。これは、一回目の文書検索を

行い、その文書検索の結果の上位の記事群に偏っ

て多く出現している単語を取り出す。そして、そ

れらの単語を検索のキーワードに加えて、二回目

の文書検索を行う。検索に用いるキーワードでは、

上位の記事群に偏って多く出現している単語につ

いては、単語の重みが大きくなるような重み付け

を行う。そのように単語の重み付けをして、二回

目の文書検索を行い、その結果を最終的な文書検

索の結果とする方法である。一回目の文書検索を

行った結果、その文書検索の結果の上位の記事群

に偏って多く出現している単語は、元のキーワー

ドの類義語であることが多く、これらキーワード

も追加して利用することで、文書検索の性能をあ

げる方法である。この方法は有効であることが知

られている。我々はこの方法も利用した。

上述の BM25 と擬似関連性フィードバック法に

加えて、我々は、文書のタイトルの情報を利用す

る方法を用いた。文書のタイトルに検索のキー

ワードが出現した場合、特にその文書は、検索内

容に合致する文書である可能性が高いと考えた。

そして、重みの大きいキーワードがなるべく文書

のタイトルに出現している文書を検索する方法を

考案した。この方法を用いることで、高性能な情

報検索を実現する技術を構築した［1］［2］。

情報検索の評価型ワークショップ NTCIR と呼

ばれるものがある［5］。ここでは、同じ問題を複数

の団体で解き、精度を比較する。情報検索の精度

評価では、検索して取ってくるべき文書を、検索

結果においてどれだけ上位で多く取れるかを調べ

る。我々はこのワークショップに参加して数多く

1 位の精度をあげた［1］［2］［6］。このことから、我々

の技術が高いことが証明されている。

3 情報抽出（テキストマイニング）

情報抽出とは、大量の自然言語データから有用

な情報を抽出する技術のことである。テキストマ

イニングとも呼ばれる。情報抽出として、文献書

誌情報などを分析して、研究動向を調査する研究

を行った。ここでは、言語処理学会誌「自然言語

処理」を対象に行った結果を紹介する［7］［8］。

テキストマイニングの基礎は、時系列データな

どで、単語の出現頻度などを数えて、どういった図2 検索された記事

キグナス石油精製を東燃が 100 ％子会社化

東燃は十六日、系列のキグナス石油精製

（資本金十億円、本社・川崎市、森利英社

長）を一〇〇％子会社化すると発表した。

同社は東燃が七割、ニチモウが三割出資し

ており、東燃はニチモウが所有する全株式

六十万株を百二十五億円で買収する。

東燃は石油精製専業大手で、設備シェア

は一九九三年度末で八％。キグナス石油精

製を加えると九・四％にシェアがアップす

る。

ニチモウは山口県の工場閉鎖などに伴う

経費ねん出のため株式譲渡を決断した。

石油業界は来年春の特定石油製品輸入暫

定措置法（特石法）廃止をにらみ、コスト

削減と効率化を進めており、グループ企業

統合を含む再編の動きがいよいよ本格化し

てきた。

図1 ユーザの検索したい内容

テーマ：企業合併

説明：記事には企業合併成立の発表が述べ

られており、その合併に参加する企業の名

前が認定できる事。また、合併企業の分野、

目的など具体的内容のいずれかが認定でき

る事。企業合併は企業併合、企業統合、企

業買収も含む。



17

特
集

自
然
言
語
／
大
量
の
自
然
言
語
テ
キ
ス
ト
へ
の
情
報
ア
ク
セ
ス
技
術

単語が時系列的に増加したか減少したかを分析

し、興味がどのように移り変わったかを調べるこ

とである。

自然言語処理学会誌に掲載された論文におい

て、論文のタイトルに出現した単語を取り出した。

その単語を、研究分野を示すキーワードとしてと

らえて、そのキーワードをタイトルに含む論文の

頻度を時系列的に調査した。その結果を図 3 に示

す。ただし、研究分野としてふさわしくないキー

ワード（例：「的」「研究」）は人手で取り除いた。

また、学会の第 1 巻（1 年次）から 10 巻（10 年次）

までを対象とした。およそ 1994 年から 2003 年ま

でのものである。

図 3 では等高線表示を利用した。等高線の高さ

（色の濃さ）が件数を示す。各研究分野の発表件数

のデータにおいて、発表される年次の平均値と最

頻値と中央値を求めてそれらの平均を求め、図で

はこの平均の値の小さい順に上から下に表示し

た。各研究分野を示す単語には合計件数と上述の

平均の値を付記した。このため、図では早い年次

に偏って発表件数の多い分野は上の方に、遅い年

次に偏って発表件数の多い分野は下の方に表示さ

れる。この表示は、早い年次又は遅い年次に偏っ

ている研究分野を容易に認識できるという効果を

持つ。この表示方法は、テキストマイニングのい

ろいろな場面で役立つと思われる。この表示技術

は現在特許出願中である。

図 3 から「日本語」「解析」が特に多いことが分

かる。論文誌では、「動詞」「名詞」「解消」「確率」

「コーパス」「多義」などが図の上の方に現れ、これ

らの研究分野が早い年次に盛んであったことが分

かる。「形態素」「係り」「対話」「音声」は 6 年次に

盛んであること、「要約」「検索」「翻訳」などが遅

い年次で盛んになったことも分かる。特に「要約」

は 6 年次と 9 年次でそれの特集号が出たためその

ときに偏って多く出現している。「翻訳」は増加傾

向にあることがうかがえ、今後も発表件数が増加

することが予測される。

次に、研究組織についても調査を行った。研究

発表した論文を数えた。その結果を図 4に示す。

この調査でも各分野の発表件数のデータにおい

て、発表される年次の平均値と最頻値と中央値を

求めてそれらの平均を求め、図ではこの平均の値

の小さい順に表示した。各研究組織には合計件数

と上述の平均の値を付記した。図では早い年次に

偏って発表件数の多い組織は上の方に、遅い年次

に偏って発表件数の多い組織は下の方に表示され

る。ここでは合計件数の多かった組織のみを表示

した。組織名が変わった組織については頻度の最

も大きかった名称を利用して表示している。

これらの図から通信総合研究所（現在の情報通

信研究機構）、ATR（現在、言語処理グループを

中心に情報通信研究機構に所属）の発表件数が多

いことが分かる。自然言語処理の研究分野におい

て、我々の研究組織（情報通信研究機構）は卓越し

た成果をあげていたことが分かる。また、NTT、

ATR は早い年次から多くの発表をしているが、

通信総研と東京大学は 10 年の年次の中では比較

図3 分野ごとの発表件数の推移
等高線の高さ（色の濃さ）が件数を示す。図中の各分野
を示す単語に付与した二つの数字は左が合計件数を右
が発表件数の多い年次の平均を意味する（厳密な定義
は本文を参照のこと）。
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的後ろの方の年次で多くの発表をしていることが

分かる。通信総研と東京大学は図から増加傾向に

あることが読み取れ、今後も発表件数が増加する

ことが予測される。その他の組織についてもどの

年次で多く発表しているかは、この図を参照する

ことで容易に知ることができる。

4 質問応答システム

質問応答システムとは、例えば人間が「富士山

の高さは何メートルですか」という質問をすると、

「3776 メートル」と的確にその質問の解答を答え

るシステムのことである（図 5）。あらかじめ質問

と答えの知識に関するデータベースを整備するの

ではなく、大量の自然言語で書かれた文章から解

答を取り出して出力するところに特徴がある。自

動的に計算機が質問に対して答えを答えるため、

あたかもその計算機に知能があるかごとくみえる

場合もある。質問応答システムは、計算機が人間

と同じように思考できるようにする人工知能の研

究につながる、興味深い研究テーマである［9］。

4.1 質問応答システムの重要性

質問応答システムは主に以下の三つの観点から

重要である。

（1） 情報検索（文書検索）よりも便利

質問応答システムはユーザの質問に対して答え

そのものを提示するため、ユーザは文書を読む必

要もなく自分の知りたい情報を容易に取得するこ

とができる。情報検索システムでは関連文書を提

示するだけなので、ユーザは欲しい情報を見つけ

るために提示された関連文書をいちいち読まなけ

ればならない。

（2） 膨大な自然言語データからの知識抽出

自然言語で書かれた膨大なデータから自由自在

に知識を取り出すことができると便利である。質

問応答システムは、この知識の取り出しを、自然

言語による質問に対して解答を出すという形で実

現することになる。

（3） 他の知識処理システムの構成要素としての

利用

自然言語による質問に対して解答を出すという

質問応答システムは、他の知識処理システムの構

成要素として利用できる可能性がある。例えば、

指示表現の指示先の推定においても、「塩と水を

まぜます。その食塩水を…」といった文において

「その食塩水」が指すものを推定するときに、「塩

と水をまぜると何ができますか」と質問応答シス

テムに問い合わせ「食塩水」と解答を得て、それを

指示先と推定するということができる。このよう

な利用は、指示先の推定の問題に限らず、様々な

自然言語処理システム、知識処理システムで可能

であり、質問応答システムは他の知的処理システ

ムの一構成要素として利用できる可能性がある。

図4 研究組織ごとの発表件数の推移
等高線の高さ（色の濃さ）が件数を示す。図中の各研究
組織に付与した二つの数字は左が合計件数を右が発表
件数の多い年次の平均を意味する（厳密な定義は本文
を参照のこと）。

図5 質問応答処理の様子
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質問応答システムは人工知能システムを作成する

場合には最低限必要な技術になると思われ、将来

の知的処理・知識処理の根幹システムになると思

われる。

4.2 質問応答システムの一般的構成

現在の質問応答システムの一般的な構成は以下

のとおりである。

（1） 解表現の推定

システムは疑問代名詞の表現などに基づいて解

表現（解がどのような言語表現か）を推定する。例

えば、入力の質問文が「日本の面積はどのくらい

ですか」だとすると「どのくらい」という表現から

解表現は数値表現であろうと推測する。

（2） 文書検索

システムは質問文からキーワードを取り出し、

これらのキーワードを用いて文書を検索する。こ

の検索により、解が書いてありそうな文書群を集

めることになる。例えば、入力の質問文が「日本

の面積はどのくらいですか」だとすると、「日本」

「面積」がキーワードとして抽出され、これらを含

む文書を検索することになる。

（3） 解の抽出

システムは解が書いてありそうな文書群から、

推定した解表現に適合する言語表現を抽出し、そ

れを解として出力する。例えば、入力の質問文が

「日本の面積はどのくらいですか」だとすると、文

書検索で検索した「日本」「面積」を含む文書群か

ら、解表現として推定した数値表現にあたる言語

表現を解として抽出する。

4.3 我々の質問応答システム

我々の質問応答システムも前節の方法を採用し

ている。我々の質問応答システムでは、さらに、

解の抽出の際に、推定した解表現に適合する言語

表現のうち、質問文から取り出したキーワードの

なるべく近くの表現を解として抽出する方法を利

用している。さらに、複数の記事群の情報を総合

的に利用することで簡便に性能をあげる方法も考

案して用いている。しばしば質問の解は複数の記

事で発見される。そのような場合は一つの記事に

基づくより複数の記事を使って解の推定を行った

方がより良い解を得ることができる。そこで、

我々の方法では、複数の記事から得られた解の候

補の得点を加算することで複数の記事の情報を利

用する。しかし、単純に得点を加算したのでは逆

にシステムの性能を下げる場合がある。そこで、

我々の方法では、この単純に加算する欠点を減ら

すために、得点を少しずつ減らしながら加算する。

我々の質問応答システムは、これらの方法を利用

する［10］。

情報検索の評価型ワークショップ NTCIR で

は、質問応答のタスクもある。ここでは、質問応

答処理に関する同じ問題を複数の団体で解き、精

度を比較する。我々はこのワークショップに参加

して数多く 1 位の精度をあげている［11］［12］。この

ことから、我々の技術が高いことが証明されてい

る。

5 文書自動分類

ここでの文書の自動分類は、文書をあらかじめ

決められた分類に自動分類する技術を指す。文書

の自動分類は、大量の文書を分類、整理するとき

に役立つ、情報アクセスにおいて重要な技術であ

る。我々は、文書の自動分類として、特許文書の

自動分類の研究を行った（図 6）。

特許文書には F タームと呼ばれる分類が付与

されている。一つの特許に複数の F タームが付

与される。Fタームとは、特許分類のために日本

で独自に用いられているもので、目的や用途、構

図6 特許の自動分類
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造や材料など、様々な観点から特許を見るのに適

した分類体系となっている。Fタームを利用する

ことで、従来よりも特許の特徴を細かく分析する

ことが可能となる。例えば、問題と方法の観点を

表にすると、どのような特許取得の可能性が残さ

れているかを判断することができる（図 7）。

各特許に付与すべき F タームを推定する研究

を行った。我々は k近傍法を改良した方法を利用

した。k 近傍法［13］とは、分類を付与すべき事例

と最も類似する k個の事例を集めて、それらの事

例で最も多く付与されている分類をその付与すべ

き事例の分類とする方法である。我々はこれを改

良し、k 個の最も類似する事例の中でも、分類を

付与すべき事例との類似度が高い事例に付与され

ている分類ほど解になりやすいという工夫を k近

傍法に追加した。それら解になりやすい分類のう

ちどれまでを解とするかを自動で学習する枠組み

を追加した。また、k 個の類似する事例を集める

際には、事例同士の類似度を求める必要性がある

が、これに情報検索で性能が高いとされている

BM25 などの方法を利用した。これらの方法を用

いて Fタームの自動付与を行った。

情報検索の評価型ワークショップ NTCIR5 で

は、特許文書の F ターム分類のタスクもあった。

ここでは、特許文書の F ターム分類に関する同

じ問題を複数の団体で解き、精度を比較する。

我々はこのワークショップに参加して 1 位の精度

をあげた［14］。我々の手法は、上述のように改良

型の k近傍法を用いた。他の参加チームは、単語

ベクトルを用いたベクトル空間モデルや、機械学

習のサポートベクトルマシン法を用いていた。

我々は、他のチームに比べて、15 ％程度、高精度

な結果を得た。

6 むすび

情報検索、情報抽出、質問応答処理、文書自動

分類など、自然言語情報に対する種々の情報アク

セス技術について述べた。電子的文書の数は日々

増加しており、これらの情報アクセス技術は一層

重要なものとなってきている。図7 新しい特許の可能性の発見
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